
イナンバーカードの設定」もす
ることができます。 

  
◆利用登録のしかた 
マイナアプリは、既に「マイ

ナポータルアプリ」をダウンロ
ード済みの場合、アップデート
を行うことで利用することが
できます。 
初めて利用する場合には、

iPhone では App Store、
Android 端末では Google 
Play からダウンロードした上
で、マイナンバーカードを使っ
ての利用登録が必要です。 
一つのアプリに統合され、本

人確認や行政の手続きを一括
でできるようになった「マイナ
アプリ」。この機会に利用して
みてはいかがでしょうか。 
 
【参考】 
デジタル庁「マイナアプリ（８月 25 日

提供予定）」 
https://services.digital.go.jp/mynaa
pp/ 

デジタル庁「マイナアプリの利用登録の
方法」 
https://services.digital.go.jp/mynaa

pp/register/ 
 
 

「事業主が講ずべきハラス

メント対策パンフレット」最

新版が公表されました 
  
厚労省が７月 16日、「事業

主が講ずべきハラスメント対
策パンフレット」最新版を公
表しました。 

事業主の対策が義務となっ

ているパワハラ・セクハラ・マ

タハラ（妊娠・出産等に関するハ

ラスメント、育児・介護休業等に

関するハラスメント）と、カスタ

マーハラスメント、求職者等セ

クシュアルハラスメントについ

て、ハラスメントに当たる行為

を解説するとともに、「事業主の

方針の明確化」「相談体制整備」

「事後対応」「再発防止」など、

事業主が講ずべき措置が具体的

に整理され、各種資料も収録さ

れています。 

 

◆１0 月からの対策義務化に対
応した内容 
 カスタマーハラスメント防止
に特有の措置としては、「対応
の実効性を確保するために必要
な抑止のための措置」を挙げて
います。具体的には、労働者に
対し過度な要求を繰り返すなど
特に悪質と考えられるものへの
対処方針をあらかじめ定め、管
理監督者を含む労働者に周知す
るとともに、方針において定め
た対処を行うことができる体制
を整備します。 
求職者等セクシュアルハラス

メント防止に特有の措置として
は、「求職活動等に関するルー
ルの明確化と周知・啓発」を挙
げています。具体的には、求職
活動等に関するルールをあらか
じめ明確化し、労働者および求
職者等への周知・啓発を行いま
す。 
 
２ 活用にあたって 
就業規則・ハラスメント規程

の規定例や社内掲示・社内周知

の文例なども、収録されていま
す。管理職・人事担当者向けの
研修資料や相談窓口担当者の
対応マニュアルの作成、従業
員説明会での周知などに活用
するとよいでしょう。 

 
【参考】 
「事業主が講ずべきハラスメント対策

パンフレット」 

https://www.mhlw.go.jp/content/1

1900000/001338359.pdf 
 

 

９月の税務と労務の手続期
限［提出先・納付先］ 
 
１０日 
○ 源泉徴収税額・住民税特別

徴収税額の納付［郵便局ま
たは銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取
得届の提出＜前月以降に
採用した労働者がいる場
合＞ 
［公共職業安定所］ 
 

３０日 
○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 
○ 健康保険印紙受払等報告

書の提出［年金事務所］ 
○ 労働保険印紙保険料納付・

納付計器使用状況報告書
の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇
用保険の被保険者でない
場合）＜雇入れ・離職の翌
月末日＞ 
［公共職業安定所］ 

 

３ 労災保険の適用事業に関す
る暫定措置の廃止 
 適用事業に関する暫定措置を
廃止し、現在、任意適用とされ
ている農林水産業の小規模な個
人経営の事業の一部も労災保険
の適用事業とする。 
 
４ 特別加入団体の要件の法定
化等 
 ① 労災保険に係る業務や業務

災害の防止に関する活動を
適切に実施すること等の要
件を法令に規定する。 

 ② 特別加入団体に対する業務
改善命令や当該命令に違反
した場合に、当該団体につ
いての保険関係を消滅させ
ることを可能とする。 

 
５ 社会復帰促進等事業に関す
る決定への不服申立てに係る審
査請求先等の見直し 
 社会復帰促進等事業の給付に
関する決定への不服申立てにつ
いて、労働保険審査官および労
働保険審査会法の対象とし、審
査請求先および再審査請求先を
労災保険給付に関する決定への
不服申立てと同様とする。 
 
【施行日】 
 令和９年４月１日（上記３
は、公布の日から起算して５年
以内の政令で定める日） 
 
【労働者災害補償保険法等の一部を改正す
る法律（令和８年法律第 60 号）の概要】 

https://www.mhlw.go.jp/content/

11200000/001725425.pdf 
 
 
デジタル庁が「マイナアプ

リ」を提供開始 
 
デジタル庁は７月 28 日、

「マイナポータルアプリ」を
アップデートして「デジタル
認証アプリ」の機能を統合し、
８月 25 日から「マイナアプ
リ」として提供開始予定であ
ると発表しました。 
これまで、マイナンバーカ

ードを使った本人確認が必要
な行政手続きや金融機関での
口座開設、携帯電話の契約と
いったシーンでは「デジタル
認証アプリ」が必要でした
が、「マイナアプリ」一つで完
結できるようになり、利便性
が高まります。 

 
◆何ができるアプリか 
マイナアプリは、現行の「デ

ジタル認証アプリ」同様、マイ
ナンバーカード（実物および
スマートフォン）を使った認
証や署名、氏名などの情報の
連携ができます。 
また、現行の「マイナポータ

ルアプリ」同様、マイナポータ
ルなどを利用する際のログイ
ンや認証・署名に利用するこ
とができ、マイナンバーカー
ドの機能をスマートフォンに
入れる「スマートフォンのマ

改正労災保険法が公布され

ました 
  
「労働者災害補償保険法等

の一部を改正する法律」（令和
８年法律第 60 号）が７月 10
日に成立、17 日に公布されま
した。 

 
【改正の概要】 
１ 遺族補償年金における支
給要件等の見直し 
 対象分野は、特定産業 19
分野、育成就労産業 17分野
で構成され、リネンサプラ
イ、物流倉庫、資源循環が新
たに追加されます（自動車運
送業・航空は特定産業のみ）。
これらは人手不足が特に深刻
として、分野ごとに受入れ見
込数（上限として運用）が示
されました。全体の受入れ見
込数は、特定技能 80万
5,700 人、育成就労 42 万
6,200 人の合計 123 万
1,900 人（令和 11 年３月末
まで）です。 
 
２ 労災保険給付請求権等の
消滅時効期間の見直し 
 災害補償の事由に該当する
か容易に判断できない疾病と
して政令で定めるもの（脳・
心臓疾患、精神疾患、石綿関
連疾病等を想定）は、療養補
償給付等の請求権等の消滅時
効期間を２年から５年にす
る。 

 

連絡先：〒501－3５２１  

    関市下之保 2５０３-２ 

    道の駅平成 エコピアセンター内 

電  話：0575-29-3245    FAX：0575-29-3245 

ｅ－ｍａｉｌ：hata50911@gmail.com 
  

社会保険労務士 
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